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第1章 序 論

1.1. 研究の背景 と目的

本研究は、自動車交通のシ ミュ レーシ ョンモデル (以下、交通シ ミュ レー シ ョンモデル) につ

いて、都市街路を対象 としたモデルの開発を行い、地区交通問題への交通シ ミュ レーシ ョンモデ

ルの適用 を試み ることで、その実用化 にむけて貢献することを目指 した ものである。

我が国における交通渋滞は、その決定的な解決策 を見出せぬまま、世紀を超 える不名誉な難 問

として交通計画者 に重 く圧 し掛かっている。

1960年 代か らの急速な 自動車普及の結果、現在の 自動車保有台数は7,000万 台 を超 え、世帯当

た りの保有台数 も1台 以上 となってい る1)。自動車の移動性 を必要 とする地域社会や、その利便

性 ・快適性 を確保 したい とい う人々の欲求は、 自動車の世帯保有から個人保有への意識変化を加

速 させている。一方、道路の整備状況 としては、既 に高速 自動車国道の延長 は6,400kmを 超 えて

お り、一般国道についても延長約53,000km、 舗装率 も98.9%と 整備 は進行 している2)。この様 に

整備が進む状況 においても、特に都心部や休 日の観光地 における交通渋滞は深刻 な問題 を引き起

こしている。一般 国道では、混雑度1.5以 上の道路区間が全体の10.9% (5,874km) に及び、混

雑度1.0以 上 と合わせ ると全区間の45.8% (25,031km) と多くの区間で 日常的な交通渋滞が発生

していることがわかる脚注a)。これ らの交通渋滞 は、自動車利用者の利便性 を損な うだけではなく、

道路周辺住民の交通行動の制限や、地球 レベルで検討 しなければならない環境 問題 の悪化促進 な

ど、様々な悪影響を持 っている。

今、道路行政、交通計画は大きな転換 を迎 えてい る。従来の新規道路建設 を中心 とした整備手

法は、物理的 ・経済的に現実的な施策ではな くなってきてお り、道路基盤の供給だ けではなく、

需要側を対象 とした交通需要管理 (TDM: Transportation Demand Management) に代表 され

る複合的 ・多面的な手法 によって問題解決方法 を探 っている状態にある。TDMは 、フ レックスタ

イム導入などによる需要の時間的分散や、パー ク ・アン ド・ライ ド (P & R) 等の手段変更による

需要の空間的分散等、交通需要の調整 ・工夫を行 うことで全体のバ ランスを取 ることが主 目的で

あるが、加 えて交通総量を環境容量 といった制限で抑制す る方策 としても重要な概念 を保有 して

い る。

脚注a) 平成11年 度全国道路交通セ ンサ スにお ける混雑度。混雑度が1.0-1.5と は朝タ ピー ク時間を中心に渋 滞が発生する状態。1.5

以上は一 日中渋滞 の状態。
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また、近年のITS (Intelligent Transport System) の効果的な活用 も、渋滞緩和の起爆剤 となる

ことが期待 されている。我が国にお けるカー ・ナ ビゲー ション・システムの普及 は、VICS (Vbhicle

Information & Communication System) の1996年 サー ビス開始以降から急速 に増加 し、既に

280万 台以上のVICS機 能を有す る車両が存在 している3)。さらに2001年 にはETC (自動料金収

受 システム) の実用化が始ま り、 自動車交通を取 り巻 く環境は激変 している。

これ らの交通環境の変化や、新 しい複合的交通政策の進展に伴 って、その計画策定にかかわる

評価方法の限界が顕在化 してきている。道路交通計画評価の中で も最大の評価項 目のひ とつ とな

るのは、言 うまでも無 く道路交通量の推定である。 しか し、四段階推定法による静的な交通量配

分 といった手法は、交通渋滞 といった動的に変化す る現象を検討す ることが非常に困難であるた

め、近年では動的な交通量配分 について研究 されてきたが、現実の複雑 な道路ネ ッ トワークにお

ける解析的な均衡解 を求めることが非常に困難 なことか ら、配分原則に基づいた手法 として確立

されていない。またITSな どの情報提供効果な どの影響 を考慮す る場合、運転者の個人特性 を反

映する分析手法が求められている。

さらに、交通量推定については、従来手法の適応範囲 と言 う点でも限界が生 じている。道路交

通計画 をその道路規模か ら大 さっぱに分類すると、1) 都市間道路網 などの広域的な道路計画を

対象 として扱 う幹線道路ネ ッ トワー ク、2) TDM施 策な どを対象 として扱 う都市内道路ネ ッ トワ

ー ク、3) 局所的交通状態の分析が必要 とされ る複数交差点や駐車場施設などを対象 として扱 う

街路道路ネ ッ トワークに分類することができるが、実務の場では配分原則 に基づ く交通量推定手

法が全ての道路規模 に用い られてきた。静的な配分原則 の理論的な容易 さと、容量制限付 き分割

配分 ツールの圧倒的な普及のため、実務 の場においては既存の配分交通量算出手法 を改良するこ

とで利用 してきたわけである。 しか し、数箇所の交差点などの小 さな道路ネ ッ トワーク上におい

て、分析対象に必要 とされ る時間 ・空間単位では、配分原則 が成立 しないことが実務の現場でも

日常的感覚 として存在 してい る。 さらに、分析対象の規模に応 じて必要 とされ る評価指標 は、そ

の単位やオーダーが異なる。つま り、長期的評価が必要な幹線道路ネ ットワー クにおいては 「平

均 日交通量」による検討が適切で も、局所的 ・時間限定的に発生す る交通渋滞が問題 となってい

る街路道路ネ ッ トワークにおいては適切 とは言い切れない。 日交通量を時間ピーク率等で時間単

位に分解 した場合 でも、従来の配分交通量による予測値が基本 となっているため、配分原則 に基

づいた結果を拡大解釈 によって応用 しているに過ぎない。同時に、一般的に利用 され ている 「飽

和度」 といった静的な評価指標は、動的に変化する交通状態 を評価 したい局所的な交通現象分析

には不適 な場面 も存在 し、時間変動 を加味 した評価指標が求 められている。 この様に、都市内道

路や街路道路のネ ットワー クでは、それに適 した新 しい交通量推定の理論 と手法、評価指標が求

め られている。
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以上の問題意識に対する解決策のひ とつ として、 自動車を取 り扱 う交通シ ミュレーシ ョンモデ

ルによるアプローチが近年積極的に研究されているが、これ を取 り巻 く状況 として、以下の大き

な問題点が存在 している。

第一の問題点は、 「開発当初のコンセプ トからの相違」である。交通シ ミュ レー ションモデルは、

開発者 によって交通現象のモデ リングの仕組みや コンセプ トが当然異なっている。 開発 当初の交

通 シミュレーシ ョンモデルの開発 の目的 ・コンセプ トは、前述 した、1) 動的配分の実用的な手

法 として用い られ動的な均衡状態の再現を目指 したネ ッ トワー ク交通流シ ミュ レー ションモデル、

に加 えて、2) 交差点解析や信号制御最適化な どを対象 とした車両の挙動モデル を中心 とした ミ

クロ交通 シミュ レー ションモデルの二つに分類できる。両者は異 なった開発 目的 ・コンセプ トに

よって各々開発 されてきたが、近年では計算機能力の進展などを背景 としてモデルの拡張が積極

的に行われ、その表現可能な交通現象モデルの境界が曖昧になってきている。 ただ し、本来の開

発 目的 をベースとして機能拡張を行ってきたケースが殆 どであ り、都市街路ネ ッ トワークにおけ

る交通量推定の理論 と手法をもっているわけではない。

第二の問題点は、「局所的 (ミクロ) な車両挙動への対応」である。我が国における都市街路に

おける交通渋滞問題の多 くは局所的な現象 と言える。まず、路上に発生す る駐車車両については、

都市部の駐車施設不足等の交通環境問題や、道路 における駐車空間の不足な どの道路構造問題か

ら、その交通インパク トが非常に大きい。道路構造令における第四種第3級 までの道路では停車

帯を設置することが規定されているが、現実問題 として存在す る基準を満た していない道路や停

車帯が規定されない第4級 道路や、商業施設が立地する郊外の駅前周辺部の道路 などでは、路上

駐車による交通状態の影響は大きい。 しか し、これ らを含む分析 については、従来の配分手法や

ネ ッ トワー ク交通シ ミュレーシ ョンにおける リンクパフォーマンス関数 を操作 して検討す るもの

が主流であ り、交通シ ミュ レー ションモデルに具体的な駐車車両の回避モデル を導入するケース

は少 ない。同様に、駐車場施設への待 ち行列車両について も、その交通インパク トは大きい。平

成12年6月 に施行 された 「大規模小売店立地法 (以下、大店立地法)」 は、我が国における交通

アセスメン トを初めて法的に位置付けた ものである。従来は交通管理者による行政指導が 「先行

対策」 とい う名 で必要に応 じて実施 されていたが、その法的根拠不在のため十分な効力が発揮で

きないケースも多かった。 しか し、 この大店立地法では、第四条に基づいて制定 された 「指針」

によって具体的な交通アセスメン トの必要性 を明記 してお り、今後 は局地的な交通インパク トの

評価が求め られ る。 このインパク ト予測においても、交通 シミュレー ションモデルへの期待は大

きいが、その適切な交通 シミュレーシ ョンモデルは十分に存在する とは言えず、手探 りの状態で

ある。例えば、本来の解析対象範囲を超 えたネ ッ トワーク交通流シ ミュレーシ ョンモデルを適用

した り、元々路上に発生す る待 ち行列を想定 していない交通シ ミュ レーションモデル を適用 した

りするな ど、十分な対応 を取っているとは言いがたい。
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第三の問題点は、 「ツール としての適用 ・利用」である。情報公開法の施行に代表 され る住民参

加 システムの浸透が、行政システムの大転換 を引き起 こしている。 あらゆる場面において行政主

導型か ら住民参加へといった計画プロセス自体の改革が行われ、交通計画 もまた同様 である。大

店立地法における住民説明会の開催 における受身的参加 を始め として、パブ リック ・コメン トの

実施、都市マスタープランの策定、社会実験の公募4)、さらに コミュニテ ィ ・ゾー ン形成事業5) な

ど積極的な住民参加を計画 プロセスの必須 とす るシステムに移行が始まっている。 これは、同時

に計画策定の根拠の明確な説明力、アカウンタビリテ ィーの重要性が増す ことを意味 している。

住民参加の場で利用 され る評価結果は、「なぜ? どうして?」 といった住民の素直な疑問に回答

できるだけではな く、利害関係者 に対 して中立的立場か ら結果 と根拠 を提示できる明確 な理論武

装が要求 される。一般に複雑 なモデル構成 をもつ交通シ ミュレーシ ョンモデルでは、そのモデル

化にお ける仮定や値域 ・定義域、パ ラメータ設定値 などを明確に公開す る必要性が迫 られ、ブラ

ックボ ックス化はもはや認め られ ない。また、ツール としての利用を考 えた時には、極 めて重要

なこととして交通 シミュレーシ ョンモデル における評価 ツール としての表現力 も求め られ る。 こ

れはアニメーシ ョン表示を中心 とす るプレゼ ンテー ション力だけではなく、計算結果 をどの様 に

提示す るのか、その評価指標の設定について も容易性や理解性が求め られ、専門知識 をもたない

一般市民に理解 してもらえる結果を提示することが求められ る場合 もある。

以上に挙げた 「開発当初のコンセプ トか らの相違」、 「局所的 (ミクロ) な車両挙動への対応」、

「ツール としての適用 ・利用」 といった交通シ ミュ レー ションモデル を取 り巻 く問題点 ・背景 の

元に、本研究の 目的を以下に様に設定す る。

(1) 地区交通計画の支援のための評価ツール といった明確なターゲ ッ トを持った交通シ ミュ レーシ

ョンモデル を提案 ・構築する。

(2) 車両の ミクロな挙動を考慮すべ き様 々な地区交通計画に対応す るために、(1) で構築 した交通シ

ミュレーシ ョンモデル に不足す るサブモデル についての不足点を明 らかに した上で、必要に応

じた拡張を行 ってその適応の可能性 の検討を行 う。

(3) 交通シ ミュ レー ションモデルの拡張 と同時に、計画評価ツール として交通 シミュレーシ ョンモ

デルをどの様 に適用できるのか といった可能性の検討 を行 う。

特 に、我が国における幅員が比較的狭い道路で構成 され ることに起因する特徴的な都市交通問

題 に着 目して、路上駐車車両や路上待 ち行列による交通イ ンパク ト算 出の検討、特殊な公共交通

優先策の効果の検討について、交通 シミュレーシ ョンモデル適用の有効性の検討を行 う。

この様な 目的を達成す るために、開発 目的 を地区交通計画の評価 とした新 しい交通 シミュ レー

シ ョンモデルtiss-NETの 開発を行 う。また、様 々な地区交通計画に必要なサブモデル については、

実際の観測データを用いてモデルの構築 を行 った上で、tiss-NETへ の実装を行 う。また、意思決
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定支援のツール としての方法論が不在である交通シ ミュ レー シ ョンモデ ル につ いて は、 実際 の ケ

ー ス ス タデ ィー を通 してその適用の可能性 と課題の検討 を行 う。

1.2. 本 研 究 の構 成

本研究の構成は、図1.1に 示す通 り9章 か らな る。

まず 、第1章 で は、本研究の背景 と目的、全体構成について述べた。第2章 では、既往の研究

について分類整理を行った上で、地区交通計画の評価 ツール としての交通シ ミュ レー タ適用の現

状 ・課題 を整 理 し、研究の方向性 を検討す る。第3章 では、地区交通計画評価 ツール としてのシ

ミュ レー シ ョンシステ ムtiss-NET の開発 につい て、その コンセ プ トとシス テム アー キテ クチ ャお

よび基本 となるサブモデル について論ず る。 同時 に、交通 シ ミュ レー シ ョン と しての検 証 につ い

て論ず る。 こ こでの検証 とは 、各種サブモデルによって構成 され てい る交 通 シ ミュ レー シ ョンモ

デ ル が、実際に期待された状況を表現できるのかといった検証である。

図1.1 本論文 の構 成

第4章 か ら8章 までは、大 き く二つ の ブ ロ ックに分 けた上 で、tiss-NETモ デ ル を各種 の地 区交

通計画 ・施策への適用に関 して検討す る。これは前節で述べた、問題点2と3の 解決方法である。

第一 の ブ ロ ックは、tiss-NETの 基 本 モデ ル を さ らに個別 に拡張す ることで各種計画への適用を
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探 る段階であ り、モデル 自体の技術的検討段階 ともい える。 市街地道路にお ける路上駐車回避挙

動や駐車場施設周辺の ミクロな車両挙動などの新たなサブモデルの構築 ・導入 を行 うことで、複

雑な交通状況への対応 を行 うものである。同時に、 ミクロ交通シ ミュレーシ ョンの結果を大き く

左右することになる経路問題についても検討す る。このブロックには、4章 か ら6章 が含まれ る。

第4章 では、路上駐車の影響 といった ミクロの車両挙動モデル について検討 を行った上で、市

街地道路の路上駐車問題施策への適用について検討す る。

第5章 では、路上に発生す る車両の待ち行列など、駐車場施設周辺の車両挙動モデルについて

検討を行った上で、大規模小売店立地法の法制化に代表 され る交通アセスメン トへの適用につい

て検討す る。

第6章 では、tiss-NETモ デル における経路選択挙動モデルについて検討 を行った上で、将来的

な展望を踏 まえたtiss-NETモ デルの経路問題 について検討す る。

第二のブロックは、tiss-NETの モデル群の技術的な検討 とい うよりも、tiss-NETモ デルの意

思決定支援 ツール としての使い方に関する段階であ り、モデル利用の展開的段階 といえる。 ここ

では、公共交通支援策や面的施策 といった複合的な施策への適用を行 う。 このブロックには7章

と8章 が含 まれ る。

第7章 では、公共交通機関 としてバスを取 り上げ、バス特有の車両挙動のモデル化を行った上

で、各種バス優先策の効果予測 を中心 とした公共交通優先策への適用について検討す る。

第8章 では、面的なTDM施 策への適用について、実際に検討が進む鎌倉地区における交通政

策策検討過程において交通シ ミュ レーシ ョンモデルがツール として どの様 に適用可能なのかにつ

いて検討する。

第9章 では、本研究の成果をま とめた上で、今後の適用課題 について整理す る。

【第1章 参考文献】

1) 
旧運輸省: 自動車保有車両数月報、平成11年3月

2) 
平成11年 度道路交通センサス

3) http://www.vics.or.jp/ (財) 道路交通情報通信 システ ムセ ンター (2002年8月)

4) 例えば、http://www.mlit.go.jp/road/国 土交 通省 道路 局/社 会 実験 の推進 (2002年5月)

5) コ ミ ュ ニ テ ィ ・ゾ ーン形成マニュアル編集委員会: コ ミ ュ ニ テ ィ ・ゾ ー ン 形成 マ ニ ュアル-地 区

総合 交通 マネ ジ メン トの展 開-、 交通工学研究会
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第2章 地 区 交 通 の 定 義 と 研 究 の 位 置 付 け

2.1 概 説

本章では、まず本研究における用語の定義を行った上で、交通シ ミュ レー ションモデル に関す

る動向をレビュー して本研究の位置付けを行 う。本論文のタイ トルに もある 「地区交通」 とい う

用語はその適用範 囲が広いために、個人認識における概念のばらつ きが大きく定義 に整理の必要

がある。また、既存の 自動車交通を対象 とした交通 シ ミュ レーシ ョンモデルについて整理 し、本

研究の位置付 けを明 らかにす る。

2.2 地 区交 通計 画 の範 囲 と定 義

本研究における地区交通計画の定義を行 うにあたっては、「地区」とい う言葉の範 囲を明確 に定

義す る必要がある。本論文における 「地区」 とは、距離 ・範囲の概念で分類 される単純 な定義で

ある。本論文が対象 とす る距離 ・範囲は、都市間交通や幹線道路網を対象 とす る長距離ではな く、

駅前地区や住宅地 区など小規模な範囲の地区を指す。具体的には、単一の信号交差点や、街路に

接す る駐車場施設の流出入路などが最小範囲であ り、駅前を含む商業地区や、市街地中心部 など

最大数km四 方の範囲を最大の範囲 とした。

研究対象の地区の定義をこの様 に限られた範囲 とした理由は、シミュ レーシ ョンを行 う際の計

算機演算能力の限界や、処理速度の実用性な どといった将来的には十分解決できる問題 だけでは

な く、評価 システムの適所適材の問題が大 きい。限 られた狭い範囲の道路網では、車両そのもの

の動 きを捕まえた上で計画評価を行な う意味が強い。つま り、交通現象 としての関心の対象が ゾ

ー ン
間 を移動する 日や時間 といった単位 で把握す る自動車交通量ではな く、あくまで 自動車によ

る交通状態その ものである範囲が地区と設定 したためである。 また、一般的に地区交通計画 と言

うと、歩行者や 自転車、交通安全 といった自動車交通以外の観点 に立った 「計画」 をイメージで

きるが、本研究では 自動車交通のシミュレーシ ョンモデルを用いることで地区交通計画 を支援す

ることを検討対象 としてい るため、おのずか ら自動車交通に関す る評価を中心 とす る計画が研究

対象 となる。 よって、本研究における 「地区交通計画」の定義 としては、住宅地区内の道路 にお

ける通過車両速度や、局所的な待 ち行列の発生な どの交通アセスメン ト的な分析、バス等の公共

交通機 関の改善などが検討対象 となる交通計画全般であ り、その主対象は自動車である。空間的

定義では 「住宅地、商業地、あるいは都心部 といった特定の地区を対象 とした交通計画1」」であ

り、特定街 区や再開発事業 といった都市計画的な地区計画の定義 とは異なる分類である。言い換

えると、地 区交通計画 とい う表現は、地区スケールの交通計画 と書 き直 しても間違いでは無い。
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2.3 交 通 シ ミュ レー シ ョンモ デ ルの 開 発 に 関 す る既 存 研 究 の 整 理

自動車交通を対象 とした交通シミュレーシ ョンモデルは国内外でその用途に応 じた多 くのモデ

ル開発 が積極的になされてい るが、交通 シミュレーシ ョンモデルの分類方法は、その視点によっ

て異なる。

2.3.1 交通 シミュ レー ションモデルの開発アプローチによる分類

第一の分類 としては、開発 自的、開発アプローチに関す る分類である。分析対象 とする交通現

象や交通計画に応 じてモデルの再現 目的も当然異なる。 この分類は以下の二つに分類 され る。

1)「 動的配分の実用的手法 としての開発 アプローチ」

2)「 局所的な現象解析手法 としての開発アプローチ」

1)「 動的配分の実用的手法 としての開発アプローチ」は、静的配分手法の限界を起点 として始

まった動的配分の実用的な手法 としての開発アプ ローチであ り、動的な均衡状態の再現を 目指 し

たネ ッ トワー ク交通 シミュ レー ションモデル と言える。

ここで、従来の起点 となった静的配分理論について簡単にま とめると、1952年 にWordropに

よって提案 された配分原則2) により、利用者均衡配分 (User Equilibrium Assignment) とシス

テム最適化配分 (System Optimum Assignment) が挙げ られ る。利用者均衡配分は 「自動車運

転手が完全情報の状況で最短 コス トの経路を走行する行動 になる」 といった大きな仮説に基づい

ているため、 この仮定をより現実的 に捉 えるものとして、利用者均衡配分の概念を拡張 した確率

的利用者均衡配分 (Stochastic User Equilibrium Assignment) が研究 されてきた。確率的利用

者均衡配分では、配分原則の仮定について 「自動車運転者が経路変更することで 自分 自身のコス

トをこれ以上短縮できないと信 じる状態」 といった解釈 に拡大することで、確率的な均衡状態 と

した3)。この確率的利用者均衡配分では、自動車運転者 は全ての選択可能な経路について確率的選

択を行 うことになるが、その計算労力を低減可能な手法がDialに よって提案 され4)、広 く利用 さ

れている。一方、システム最適化配分は、完全に全てのフローを制御 可能な中央制御センターの

存在 を想定 して、ネ ッ トワー ク全体の総 コス ト最小化 を 自指 したものだが、システム全体 として

の最適化は、個々の車両の中には最小 コス トではない経路を選択す ることになるため現実的では

ない。 これ らの静的配分理論の内では、近似的に利用者均衡配分 を実現できる 「容量制限付 き分

割配分」は、その手法の容易 さか ら実務 において圧倒的に普及 した。 しか し、静的なフレームに

よる交通現象の分析では時間的変動が考慮できないため、交通渋滞の発生や解消な どの時間的変

動を記述す ることができない といった大 きな限界があるために、静的配分に時間概念を導入 した

動的配分手法の研究が開始 された。
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動的配分5) についても、利用者均衡配分 とシステム最適配分に二分するこができる。まず、動

的システム最適配分 (Dynamic System Optimum Assignment) については、Exit Functionと

いった 「リンク上の車両台数 とリンクの流出台数が比例関係 にある」 とい う非現実的な仮定の上

での数理モデルの定式化が行われてお り、現実的な道路ネ ッ トワー クに対応す ることはできない。

一 方、 利 用 者 均衡 配分 を動 的 に した動 的 利 用 者 均 衡 配 分 (Dynamic User Equilibrium

Assignment) について も多 くの数理モデルの研究6) がなされたが、同時にその理論的困難 さにつ

いて も指摘 されてお り7)、一般的な道路網 に適応可能な現状ではない。また、分割 した時間帯別に

静的均衡状態 を求めることを繰 り返す ことで近似的な利用者 均衡 とす る準動的利用者均衡配分

(Time-of-day User Equilibrium Assignment) も研究 され ている。ここでは、数理モデルが実用

的 もの として定式化 されているが8)、や は り静的モデルをベースとしているため、渋滞現象 を直接

的に表現す ることには限界がある。

そ こで、動的利用者均衡状態の近似的な解法 として、終起点間にお ける利用者最適 を保証 しな

い代 わ りに、現在位置から終点までの経路について逐次的 に最小 コス トの経路を選択 させ る、逐

次的利用者最適配分静的配分 (Dynamic User Optimal Assignment) の研 究が進 められ、待ち行

列理論による実用的な数理モデルが定式化 されている9)。さらに、静的配分 と同様 に確率的な均衡

概念 に拡張 した動的確率均衡配分 も検討 されている。逐次的に経路を検討す るとい うこの概念は、

ITSに よる情報提供の効果分析 などにも比較的容易に転用可能であるこ とか ら、数理モデルだけ

ではなくシ ミュレーシ ョンモデルによる開発アプローチが多 く行われ ことになった。

2) 「局所的な現象解析手法 としての開発アプ ローチ」は、交差点解析や信号制御の最適化など

を対象 として、 ミクロな交通状態を検討するために、車両挙動そのものをモデル化す るシ ミュ レ

ーシ ョンモデルである。分析 における焦点は、車両位置の移動 を表す挙動モデルの記述であ り、

道路ネ ッ トワー ク全体のフロー といった大きな視点ではない。 これ については、次節で分類を行

う。

2.3.2 交通 シミュレー ションモデルにおけるモデル構造による分類

次に、交通シ ミュ レーシ ョンモデルに導入 されているモデル構造による分類 を行 う。 単一 リン

クや単一交差点を対象 とした交通シ ミュ レー シ ョンモデル による分析では、車両の経路選択は検

討課題にな らないが、多 くの検討ケースにおいては道路網、道路ネ ッ トワー クを対象 とす るため

に車両の経路選択行動が必要 とされ る。 この前提条件 としては、ネ ッ トワー ク上 を走行す る車両

をなん らかの単位 で明確に識別することが必要である。つま り、ネ ッ トワー ク上での車両の発生

と消滅は、意図された地点 (または区間、範 囲) においてのみ行われ、終起点を持った (または

結果的に持た された) 車両 (またはグループ化 された車両群) は始点か ら終点まで移動す ること
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が保証 されなければな らならない。 この前提 を持 ったシミュレーシ ョンモデルでは、一般的なシ

ミュ レー ションモデル構造 として、経路選択 ロジ ックと車両移動 ロジックの二本立ての構造を と

る場合がほとんどある。

(A) 経路選択 ロジック

経路選択 ロジック とは、終起点間の走行経路について車両が交差点を右折 した り直進 した りす

るといった経路そのものを設定するロジックである。この経路選択 ロジックについては、前節で

述べた通 り配分理論をシミュレーションに導入 しているモデルがほとん どであ り、例外はほ とん

どないのが現状である。

(B) 車両走行 ロジック

車両走行 ロジックとは、道路上で具体的に移動す る車両走行 を表現するものであ り、モデルに

応 じた計算単位毎にその移動が具体的 に算出 される。

この車両走行 ロジ ックは車両の扱いについて、

1) 道路上の車両移動を流体近似 した上で密度の移動 としてモデル化 した流体モデル

2) 車両を一台単位 またはある程度のグループ単位 として車両の移動そのものをモデル化 した離

散モデル

の二つに分類す ることが可能である。

1) の流体モデル では、道路上の車両は流体に近似 してモデル化 され、その 「密度の移動」 と

して表現 されるものであ り、密度を管理する単位 を大きくするな どのモデル化の工夫によって計

算時間が短 くてすむ とい う利点はある。 しか し、この流体モデルでは、車両毎の特性 ・属性 を区

分できないといった問題が存在する。普通車、大型車、バス といった車種による加速減速な どの

車両性能や車両幅員な どの車両属性の違いや、交通情報 による自動車運転者の経路選択行動等、

個々の車両や 自動車運転手を区分 した分析 はできない。 また、車線変更や右折待 ちといった ミク

ロな車両挙動 については当然表現することができない。

一方、2) 離散型モデルでは、流体モデルに比較 して計算負荷は大きいが、 「車両の移動」とし

て表現 され るため、車両個 々を区別 したモデル化が行 える上に、 ミクロな車両挙動の表現 も可能

である。

また、車両移動のそのもののモデル化については、

a) リンク内は 自由状態で走行 しリンク流出部で待つ行列を形成 させ る待 ち行列モデル

b) リンク (又はそれを分割 した区間) 毎に存在す る交通量 と交通密度等の関係式を用いて車両の

移動 を計算す るリンク関数モデル
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c) 個 々の車両の走行挙動を前後に走行する車両の走行状態や道路条件に応じて計算する追従モデ

ル

の3タ イプに分類することができる。

a) 待ち行列モデルでは、リンクまたはそれを分割 したブロック単位で密度又は車両を移 動 させ 、

各 リンク内の移動 については原則的に自由な状態での移動 として、流出端末部において待ち行列

を形成 させる。 この待 ち行列の発生は リンクに設定 した最大交通密度 によって発生が管理 され、

待ち行列理論のパ ラメー タ も外生的に設定す ることになる。渋滞する状態が常にジャム密度 とな

る単純なモデル構造のため、計算負荷は非常 に少 ない とい う利点を持つ。 ま た 、 交差点がボ トル

ネ ックとなる一般街路 を対象 とした場合 、信号待ちの車列密度がジャム密度 に近いもの と考え ら

れ る との指 摘10) もあ るが 、路上駐車や待ち行列の回避挙動 といった街路上の ミクロな車両挙動は

扱 えない。

b) リン ク関数 モ デル は 、 リンクまたはそれを分割 したブロック単位 で移動 を扱 うとい う点では

リンク関数モデル と同一 で あ るが、 リンクに設定 したパ フォー マ ンス関数 に よって定義 され る関

係 式 、例えば交通量と交通密度の関係 を用いて、密度又は車両を移動させ るもので あ る。つ ま り、

リンク関数モデル は各 リンクに設定 したパ ラ メー タによって車両移動が決定 され る。 この二 つの

タイプに共通する事項 としては、道路上を走行す る車両について、その移動を基本的には道路を

主体 としたモデルによって決定す ることである。当然 、車種等 といった車両属性もパ ラ メー タ と

成 るが 、モデルへの入力は道路に存在する交通量や交通密度 といった道路が主体 とな ってお り、

個々の車両が どの様に加減速 したかといった挙動自体を出力するわけで はない。

c) 追 従モ デル で は、 モデル化の主体が車両にある。 つ ま り、 車両が走行す る道路環境 と、 自車

周辺の交通環境 によって車両の位置の移動が決定す る。つま り車両の加減速 といった挙動がモデ

ル に よっ て算 出 され 、その結果車両の座標が変化 す る とい うこ とで あ り、 リンク上に何台の車両

が存在す るかといった交通密度は、モデル によって車両が移動 した結果 として表 現 さえ る。 両者

の違 い は、 そのモデル化の主体の相違であ り、結果 として車両の移動が表現 され ることには違い

は ないが 、車両の詳細な挙動を決定するには追従モデルが より適 してい る。

以 上 をま とめる と、 表2.3.1と な る 。
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表2.3.1 シ ミュ レー シ ョンモデル に お ける車 両 走行 ロジ ックの分 類

さらに、離散型モデルは、追従モデルの様に厳密 に車両一台一台を扱 うもの と、数台をまとめ

たパケ ッ トとして扱 うものに分類できる。車群 として扱 うパケ ッ トタイプでは、交通流の状態 と

しては的確な表現が可能であって も、 リンク関数モデルや待ち行列モデルが車両移動のモデル化

として用いられてい るため、基本的には交通容量な どの外的要因や交通密度 といった概念 に制約

されることにな り、個々の車両に着 目した詳細な交通現象を再現することに限界がある。例えば、

局所的に発生す る路上駐車車両の交通流へ対す る影響の表現は、車両の回避挙動による減速や待

機 といった行動その ものを表現 して、その結果交通状態 を表現する といった手法ではな く、道路

容量の低下 といった状態を記述する設定をせ ざるを得ない。地区交通計画を検討す る際、車両一

台一台の挙動 自体 を考慮す る必要が無い場合は、パケ ッ トタイプでも十分にツール としての性能

を発揮できるが、様 々な状況を検討す るケースが想定 される地区交通 レベルの評価 を考えた場合

は、車両一台一台 を厳密 に扱 えるタイプがもっとも有効であるといえよ う。 このタイプでは、追

従走行や車線選択な どの細かい車両挙動を記述す るためのパ ラメー タ設定が複雑にな り、かつそ

の汎用的な設定が難 しい とい う指摘 もあるが11)、追従走行な どの現象分析的モデルのパ ラメータ

は実現象の観測によって設定が可能であ り、 さらに地区交通 を検討す る場合 は必ず しも汎用的な

パラメー タの設定は必要条件ではなく、地区に適合 した設定ができれば十分 と言える。

2.3.3 シ ミュ レー シ ョンモ デルの計 算進行 手法 に よ る分 類

シ ミュレーシ ョンにお ける時間進行を どうやって管理す るかは、タイムスキャン方式 とイベン

トスキャン方式 に区分できる。過去、計算機能力が限定 されていた時代においては、その計算負

荷 の軽減 とい う理由か ら次の2タ イプの選択が多 く行われていた。 ひとつは、タイムスキャン方
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式 を採用 しそのタイムインターバルを大きくす るものである。 も う一つはイベン トスキャン方式

を採用 して、そのイベ ン トの発生回数 を少な くする方法である。 これ らの工夫によって計算に要

す る時間が大幅に削減 され ることはあ りえるが、現在 の様に大幅な計算機能力の進歩 した状況 に

おいては、この区分 はあま り意味を持たなくなってきている。例えば、タイムスキャンのインタ

ーバルを、1秒 毎にす るのか0.1秒 毎にす るのか といった比較は、その計算所要時間の圧倒的短

縮の前には意味を持たなくなってお り、分析 目的に応 じた時間管理手法 を用いることで、十分に

実用的な対応 が可能になっているのが現状である。

2.3.4 既 存の 交通 シ ミュ レー シ ョンモデル

ここでは、前節で述べた厳密 な離散型モデルによって構成 され ている既存の交通 シ ミュ レー シ

ョンモデル について整理を行 う。その際、歴史的に も発展過程 においても、国内外のモデル の差

異がみ られたため、まずは国内外の分類 を行 った上で整理 した。

(A) 海外開発モデル

コ ン ピュー タの発展 の歴 史 と同様 に,複 雑 な計 算モ デル を有す るシ ミュ レー シ ョンモデル の 多

くが まず は海 外 で開発 され て き た。 海外 にお ける開発 モデ ル と して厳 密 な離散 型 の シ ミュ レー シ

ョンモデル の 中では、 も古 い歴 史 を もつ もの と して ア メ リカFederal Highway Administration

(FHWA) のMicroscopic Model for Heavy Congested Urban Streets (MICRO) 12) があ る。

MICROの 車両挙 動モ デル は追 従モデ ルで 記述 され てお り、街 路 を走行 す る車両挙 動 が詳細 に表

現 可能 で あ る。 ま た多車線 にお け る追 い越 し ・追 い抜 きにつ い て もモデ ルが導 入 され てい る。 ま

た スプ リッ トお よび オ フセ ッ トを用い た信 号制御 モデ ル が導入 され てい るため、複 数信 号 交差 点

の相 互影響 の評価 が可 能で あ る。FHWAの モデ ル と してはMICRO以 外 に も、マ ク ロモデル とし

てMPSMが あ るが これ は 同 じ属性 を もった車両 を群 と して扱 うた め、厳 密 な離散 型モ デル で はな

い 。

近年 開発 され た新 しいモ デル と しては、KLD Associates, Inc.のWATSim (Wide Area Traffc

Simulation Model) 13) 14) 15) や 、CORSIM (microscopic traffc CORridor SIMulation) 16)、

SimTraffic17) 18) などが ある。 これ らの モデル は、FHWAの 街 路 交通 シ ミュ レー タのNETSIM、 お

よび 高速道 路 シ ミュ レー タのFREESIMを ベー ス として 各種機 能 を拡 張 して あ るた め、厳密 な離

散 モ デル に よって、 車 両移動 ロジ ック追従 モデ ル が採 用 され てい る。WATSimは 、信 号制御 や

HOVレ ー ンの評 価 な どに積 極 的 に用い られ てお り、 さらに 自動 車 だ けでな く鉄道やLRT (路 面

電 車) を取 り入れ た シ ミュ レー シ ョンが可能 な最 新 のモデル と言 え る。ま た、FHWAに よるVirtual

Reality Training (VRT) とい った 交通技術 者 の教育 用 に も使 用 され てい る。 また、FHWAに よっ

て1994年 か ら開始 され た 戦略 的 なDTAプ ロジ ェク ト (Dynamic Traffic Assignment (DTA) 
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research project) において必 要 と され る動的交通 量予測 手法 と してMIT (Massachusetts

Institute of Technology) によってMITSIM19) が開発 されてい る。MISTSIMは リアル タイム交通

情報提供の影響評価 を分析す るために、交通情報の観測モデル と、交通管制センターによる管理

モデルを内成 している。

これ らのモデルは、ITSの 進展 にともな う情報の利用や、個人の行動に変化をもたらすTDM

等の政策 を評価するために、個々の車両または 自動車運転手を明確 に区分するモデルであり、現

在の主流である。ただ し、日本の道路事情を加味 した上で、そのモデル の適応 を考 えた場合には、

左側走行な どの走行車線の逆転や、対向車線へのはみ出 しによる追い越 し挙動、街路における路

上駐車問題な ど基本的な道路構造 ・問題の相違点が多い ことか らも単純に導入することは難 しく、

日本 の街路への適応にあたっては十分な改良が必須である。

(B) 輸入開発モデル

歴史的に先行 していた海外開発モデルについて輸入改良 され た もの としては、 日産 自動車が

NETSIMを 改良 した 日産交通流 シミュレーター20) 21) の実績が長い。 日産交通流シ ミュレー ターは

路上駐車の考慮な どの改良を加え、実際の道路ネ ッ トワー クでの交通運用策評価 を行 なっている。

ただ し車両にOD及 び経路 とい う概念 を持たずに交差点右左折率を用いるNETSIMを 基礎 とす

るため、経路選択ロジ ックに関 して限界を持 っている。 また、SSRIは 、英国製のParamics22) 23)

を輸入販売 している。Paramicsは 道路容量な どの道路交通に関わる外生要因の概念を持たず、追

従挙動モデル等 を内生化 し車両挙動の結果 として交通容量等が算出できるだけでな く、 ドライバ

ーの特性をパ ラメー タとして設定でき車両挙動 としての個人属性 の考慮が可能 である。経路選択

については車両属性 として該 当道路網 の認知 ラベル を設定 し、 ラベルに応 じた道路ネ ッ トワーク

上でのノイズを加 えた最短経路を走行することになってい る。元々ARS評 価 システムとして導入

され たために、交通状況及び個人属性 による経路変更判断で渋滞 を回避す る行動のモデルなどに

ついては明らかにされていない。また、最近になってPhoenix Research社 によって国内向けに

改良 されたNETSIMの 一般販売が開始 されている (国内での独 占販売権 を所有)。

(C) 国内開発モデル

国産 としては科学警察研究所のTRAS-TSC24) 25)、建設省土木研究所のSIPA26) な どが挙げられ

る。TRAS-TSCは 非常に細かな車両挙動を表現可能である。その基礎 となるDYTAM-Iは 比較的

広範囲の道路網 を対象 としたモデルのため30分 程度 の時間間隔 ごとにDial配 分に従っていたが、

TRAS-TSCの 開発 目的が信号制御 の高度化のため経路選択機構 の検討は重要視 されていない。

SIPAはITS評 価システムとしての位置付 けか ら開発 され てお り、1998年 か ら開発が始まった後

発モデルのため既存シミュレータの短所を克服するモデル構成 を検討 しているが、現時点では開
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発段階にあるため具体的なモデル構成等の詳細は不明である。

2.3.5 既存の 交通 シ ミュ レー シ ョンモデル の課 題整理

本節 では、既存の交通シミュレー ションモデルについてその開発経緯 と現状について整理 して

きた。その際、計算機能力の乏 しい時代に開発が開始 されたモデルにお ける焦点の一つが、計算

労力 ・時間削減の工夫であったことに対 し、今 日では計算機 自体の能力向上に よって無視できる

問題 となっていることが判明 した。また、開発アプローチが 「動的配分の実用的手法」か 「局所

的な現象解析」が元 となる交通シ ミュ レー ションモデルでは、本来の開発 目的をベースとして機

能拡張 を行 って きたケースが殆 どであ り、都市街路ネ ッ トワークにお ける交通量推定の理論 と手

法を直接的にもっているわけではない。都市内道路で問題 となる複数交差点 を越 える渋滞現象や、

路上駐車、横断歩行者等の局所的な現象 がおよぼす影響については、動的配分 の実用的手法の拡

張 とい う手法ではおのずから限界がある。一方、局所的な現象解析の拡張 をもって、道路ネ ッ ト

ワー クの評価 を行 うとい う場合 には、運転者の経路選択をどの様 に内生化するのか といった問題

等が顕在化 して しま う。

以上の様 に、国内外を問わず、2.2で 定義 した 「地区交通計画」を主たる対象 として開発 ・構築

されている交通 シミュ レー ションモデルは不在 といる状況である。

2.4 地 区交通計画評価 ツール と しての交通 シ ミュ レー シ ョンモ デルの整理

2.4.1 地区交通計画の主要検討要素

規模の大 きな道路ネ ッ トワークを対象 とした交通計画の場合、 ノー ド間の距離が長いため交通

状態 を リンクベースとした分析を行な うことで大きく発展 してきた。現在 において も都市間交通

を主体 とした大規模 の交通計画では、この リンクベー スの分析手法は多 くの場で活躍 しているが、

地区交通計画 といった小 さな規模 を検討す るときには必ず しも最適 な手法 とは言 えない。地区レ

ベルの交通状態を考える場合には、規模 の大きな交通計画に対 して、対象 となる主要検討要素の

相違 を考慮 しなければな らないからである。地区 レベルの交通 を考 えた場合、 自動車行動への影

響が圧倒的に高いのは リンクではな く交差点であり、特に渋滞時な どの リンク通過時間は交差点

の処理能力に依存 して しま う。 この様に一般 に交差点の詳細な解析無 しでは地 区交通計画を十分

に検討す ることはできない。

この様な意識か ら、交差点の右左折による時間差の考慮や渋滞状況を検討す るために、既存手

法の改良とい う手段が盛んに行 なわれている。 しか しこの場合 も比較的大 きな範囲を持 った地域
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を対象 とした分析である。路上駐車の位置が交差点付近にあるかまたは リンク中央付近 にあるか

といった差異が、実は交通状況へ与えるインパク トの大きな違いにつながっていることか らも、

本研 究で議論す る地区交通 といった ミクロな レベルの交通状況 を検討す る場合には、詳細な車両

挙動を扱 う必然性 が高い。つま りリンクをベースとす る現存手法の改正によるアプローチは、地

区交通 レベル の主要検討要素の点から考 えると不適 当といえる。一方では地 区交通にお ける主要

検討要因 としての交差点 とい うより、よ り詳細 な車両挙動や交差点の信号最適制御な どといった

事柄 を対象 として、 ミクロ交通シミュレーシ ョンによるとい う手法 も盛んに検討 されている。

2.4.2 地区交通計画における交通量予測

評価指標 としての 自動車交通量の持つ意味は大きく 「交通量が減った、増 えた」 とい う議論 は

ほぼ全ての交通計画で行われている。ただ し地区 レベルの交通量の予測は非常に難 しく、過去の

多 くの例が示すよ うに正確な交通量の予測を行な うことは極 めて困難である。 このよ うな背景 に

は、広域的で長期的なスパンにお ける予測手法であった四段階推定法による段階的な予測 に依存

している実務 レベル としての問題がある。交通量そのものの予測について整理 してみ ると、交通

計画者や コンサルタン ト技術者が実務 において使用す る自動車交通量の予測方法 はPT調 査等に

基づ く四段階推定法における配分交通計算によって算 出され ることが一般的である。 この場合の

問題点は二つある。

一 つ 目 の問題点 として は 、 状況によって四段階全ての段階 を経て予測す る必要がなかった り不

可能である場合 も多いために、各段階で発生 した誤差 を順次積み上げ、その結果を最終的に配分

交通量予測で検討す ることになる。 この際、分担交通量算出時に検討 したパ ラメー タと配分交通

量算出時に計算 された同 じパラメー タの値が異なることは珍 しくない。 これ らの ことは広域的ネ

ッ トワークにおける交通量を考える場合 は影響度が下がるが、地区 レベルで考 えた場合、問題は

単純ではない。そこで結果 を傾向 として捉えた り、複数の感度分析か ら状況 を検討 した りす るこ

とになる。

二つ 目の問題点 としては、安易な配分計算手法の採用が挙げ られ る。 これは交通容量制限付き

分割配分手法の一般化 ・大衆化、交通量算出ソフ トウェアーの普及 による影響が大 きい。既存手

法の徹底 した利用 であ り、駅前の再開発 といった地区 レベルの開発であろ うが、積極的 に採用 さ

れてい る。ただ しこの結果算出され る交通量は、渋滞 といった時間的な変動 を表現できない静的

なモデル によって算出 され る交通量であ り、地区 レベル の感覚的認識 と異なる結果をもた らす こ

とが多い。当然、配分原則 における第一原則、「利用 される経路の旅行時間は全て等 しく、利用 さ

れない旅行時間 よりも小 さいか等 しい」 といった利用者均衡配分を、地区 レベル に適応 している

ため、実際に実務者か らは精度の問題 を含めて不満 を聞 くことがよくある。
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結果が不満なのに既存手法を利用 している背景 としては、配分手法の容易 さとともに、理論的

裏付 けが挙げられ る。交通量の予測に関するアカデ ミックな分野では、いわゆるWardrop原 理に

基づ く配分原則 を主流 とする理論展開が過去30年 以上に渡って活発 に議論 されてきている。これ

らの手法は統合モデル も含めて リンクパ フォーマンスに基づ く均衡 問題や最適化問題 に帰着 させ

てシステマテ ィックに配分交通量を算出することに一意を置いているために、単純に地 区レベル

の問題 に移植す ることは難 しく、またその計算手法も我 が国においては残念なが ら十分普及 して

いるとはいいがたい。

一方、 前述 したよ うに、 これ らの配分理論や交通流理論の確立 とコンピュータの処理能力の発

達に伴って、有効な交通量推計手法 として、多 くの交通 シ ミュ レーシ ョンモデルが開発 されてき

た。 これ らの交通 シミュレーシ ョンモデルは、適用問題 について大別 して以下の2パ ター ンに分

類できる。1) 都市間幹線道路網の交通量 を求めるような大規模 なもの、2) 信号最適制御や交

差点改良による交通量 を検討する局所的なもの である。 その後 システム需要の変化に対応 して

それ らの中間的なモデル も開発 されている。 これ らのシ ミュ レー ションモデルでは、シ ミュレー

ションとい う特性 を生か して、単なる交通量を算出す るのみではな く、各システムの特性を生か

した出力データを持つ場合が多い。

2.4.3 地区交通計画における自動車の経路選択機構の問題

地区 レベルの様 な密 な道路網では、最少 コス ト経路に似通った代替経路が数多 く存在するため

運転者は必ず しも最短経路 を選択 していないか、またはそれ らの最小 コス ト経路 を認知 しえない

場合があるとい うことが言 える。 山中 らは、住宅街区の調査において運転者の選択経路は必ず し

も最短経路でない と定量的デー タによって検証 してい る27)。これは、等時間原理配分 といわれ る

「個々の自動車が自らの走行所要時間を最少化 し、新たな経路選択ができない均衡状態」が地 区

レベルでは有効 に適合 しないことを意味 し、BPR関 数等の配分理論で検討 され るリンクパフォー

マンス関数や リンク容量 といった論点は、地区交通 といった視点か らは必ず しもふ さわ しい とは

言えない。つま りWardrop均 衡 を基本 としたモデルには置き換 えることが出来ない と言えるのだ

が、現実の交通シ ミュレーシ ョンにおいて経路選択機構 として よく用い られ るのは、右左折率な

どで簡易的 に表現す るものや固定経路を指定す るものを除 くと、配分理論に ドライバーの経路選

択特性 を考慮 したモデル28) は検討 されてはいるが、 最短時間経路を選択す るもの と、Dial配 分

などに代表 され る複数経路 を費用に基づいて確率選択す るタイプ29) 30) が主流 になっている。両者

の違いは固定的か確率的かの違いであるが、Dial配 分の場合には リンク旅行時間な どの経路 コス

トの精度 とその感度パラメータの与 え方で、経路のば らつきを 自由に調整できる (例えば感度パ

ラメー タを無限大にすれば固定的経路 と同様 になるなどの) 問題が残る。また、両者 の基本 とな
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る考えはやは り配分理論であ り、多くのシ ミュレー タが計算量削減 のためにブ ロック密度法な ど、

交差点の詳細な影響 を考慮 しきれない手法を採用 していることか らも地区 レベルヘの適応は難 し

い。ただ し、シミュ レー ションの結果 として算出され る交通量が現状再現性を十分に持 ってい る

などの理由で正当化 され ることがある。 この背景には、詳細な経路の情報収集が難 しく再現性 の

確認指標 として利用 され なかったこともあるが、近年 のITS技 術の発展に伴ってデータの蓄積 が

計画 され、経路理論 の問題点が新たに指摘 され る可能性 が高い31)。本来、 自動車運転者 の経路選

択モデル を人間行動モデル として取 り入れ ることが望ま しいが、交通モデル として実用的な分析

はいまだない。結果 として計算負担の軽 く、理論的裏付 けのある配分理論 とその改良手法 によっ

て経路を決定せ ざるを得ないのが現状である。

この認識 を持 った上で、地区レベルの経路問題 を再度考えた時、個人の認知 と交通状況 に応 じ

た経路選択 を考慮す る必要は高い。そのためには出発時点に最短経路を固定するのではなく、途

中での動的な経路変更が重要 となることは多 くの研 究者が述べてい るが32)、その際に完全情報下、

つま り最適経路をシステマテ ィックに決定す るのではなく、周囲の交通状況 (混雑) と個人属性

(ネ ッ トワーク認知や心理状態) に基づいた合理的な経路選択をモデル化 し、それ を利用す るこ

とが今後の地区交通シ ミュ レータに とって有用 と考えることができる。 また、ITSに よる ドライ

バーの交通情報量の差 による影響検討は、この様なアプ ローチによって分析が可能 となることも

重要な点である。

2.4.4 交通シ ミュ レー ションを構成す るモデルの方向性

交通状況の仮定 としての均衡状態に興味 を置かない地区交通で も、有効な経路決定機構がない

現状においては、代替手段がないとい う立場か ら配分理論を基本 とする経路決定機構に頼 らざる

を得ないのが現状である。ただ しパ ッケージ化 され たアプ リケー シ ョンに見 られる経路選択理論

の不透 明性 は、問題検討 の際 に大 きな障害 となるた め極力透 明化す るべ きで ある。 つ ま り、

Black-Boxを 持 ったシミュレータによる直接的な数字による解は、意志決定時にその理論構成 を

共有化す ることができないために、導入 された仮定やモデル 、計算過程を無視 して、計算結果そ

の ものだけの議論 に陥 る危険性がある。この問題 は経路選択モデルだけではないが、「なぜその道

を通ったのか?」 、「ど うしてそこで減速 したのか?」 などの単純な疑問に解答できる導入理論の

透明性が望まれている。

このことは、交通 シミュレーシ ョンモデルに外的に与 えるパ ラメータ (データ) にも同様の こ

とが言 える。シ ミュ レー ション計算 を行 な う場合 に与える外的数値は、データファイル としてイ

ンプッ トす る場合が多いが、OD表 や規制速度、道路幅員、信号データな ど明示的で測定可能な

設定が可能な ものだけにすることが望ま しい。つま り、測定可能なデータに基づいて判断 ・計算
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を実施す る行動分析的なモデ リングを導入することで、入力パ ラメー タとモデルの透明性が高ま

り、理論の共有化が可能 となる。同時に、現況再現性チ ェックにおいては、交通量やその変動だ

けでなく、車両の旅行時間と経路の トリプルチ ェックによって、個 々のモデルの説明力 と全体 と

しての再現性判定が重要になって くる。

2.4.5 地区交通評価システムとしての課題整理

上記に述べた様な、人間に とって理解 しやすい行動モデルな どの現象分析的なモデル構成を導

入す ることは、モデ リング自体に多 くの雑音が入 る場合が多 く、実現象 を正確にモデル化するこ

はできない点への考慮 も十分に必要である。 また入力データや導入 したモデル推定値の誤差がシ

ミュ レー ションの進行にともなって増加 ・増幅 される場合への対応 も重要 となる。 システムの骨

格 をなす基本モデル 自体の再現性や説明力が高 くて も、それ らをサブモデル として構成 され るシ

ミュレーシ ョンシステム全体では誤差項の増幅はさけられない場合 がある。 この修正法 として計

算結果 と実測値の比較 によるパ ラメータ ・チューニングが一般的であるが、現象分析的モデルを

核 としたシステムの場合、各々の現象分析モデルの精度 にも重点を置 く必要があるためパラメー

タ ・チ ューニングが適 当な方法 とならない場合がある。チューニ ングによってそのモデルの適用

範囲を超 えた変更 (例 えば、車両挙動モデルな どで路上駐車 に関す る挙動モデルがない場合に、

それ を既存モデルだけで表現する工夫) を行わず、当初の現象分析モデ リング自体に問題があっ

た ことを素直に認めて、再度全体像 を再作成す ることが望まれ る。 これは新 しいタイプの交通政

策 が導入 され る場合の事前検討 にも当てはまる。つま り、中身 ・ロジックはよくわか らないが、

結果は正確 であるとい うシステムは、少なくとも地区交通計画の評価 システ ムとしては不適 で、

必要な現象 を純粋にモデル化す ることで透明性を前面にださなければな らない。特に今後の住民

参加 が進展すれば、多 くの人間による主観 的判断では、説明力 の無い結果は一蹴 され る可能性 も

高いため、できる限 りの透明性確保が重要 となって くるであろ う。 ただ し現象分析型のモデ リン

グには自ず と限界があ り、完全なモデル化は当然不可能 といった認識 を理解 した上での微妙なバ

ランスによる判断が必要 となる。

現在の ところ交通シ ミュ レーシ ョンモデルがそのまま前述の広義 の評価 システム となることは

あ りえないであろ うが、地区交通計画における複雑 な条件の元で、詳細な判断材料 として指標 の

出力 を求められることにな り、 ここに論 じた様 な性格をもった交通 シ ミュ レー ションモデルが有

効である。
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2.5 本 研 究 の 位 置 付 け

以上の ことから、本研究は以下の様に位置付 けられる。

1) 開発 目的を、地区交通計画の評価 ツール と当初か ら位置付けて、交通シ ミュ レーシ ョンモデ

ルの開発を行 う。 この適用事例か らみて、そのモデル構造 としては、車両を個別 に識別でき

ることが必要であることから、一台一台の挙動モデル を内生できる厳密 な離散型モデル とす

る。

2) 地区交通計画の評価ツール としての課題や限界 を考慮 した上で、開発 した交通 シミュレーシ

ョンモデル をツール としての適切な利用について、特定の状況 ・場面についての具体的な適

用を通 して、その有効性を確認する。
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3章 地 区交 通計画 評価 ツー ル と しての 交通 シ ミュ レー シ ョンモ デルtiss-NETの 開発

3.1 概説

前章では、コミュニテ ィ ・ゾーンな どにおける住民参加 な ど、従来の交通計画 とは異なった種

類の地区交通計画の内容 ・計画プロセスを論 じた上で、必要 とされ るシ ミュレーシ ョン評価手法

について述べた。本章では、それを受けて地区交通計画の評価ツール としての 「ミクロな自動車

交 通 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン シ ス テ ム-tiss-NET (traffic impact simulation sub-systems for Road NET work)

-」の構成 と基本モデルの開発 を行 う。

現在、交通計画の現場で問題 となっている事 を一言で述べれば 「新 しいタイプの計画 に、従来

の計画で利用 されていた評価システムを利用 してい ることの歪が、限界を超えた。」 とい うこと

であろ う。言い換えれ ば、交通計画のアプローチが多様化 した結果、政策評価手法が模索状態 と

なっているとも言える。交通シ ミュレーシ ョンモデル を用いた分析の有用性は、市販の交通 シミ

ュレーシ ョン ・ソフ トウェアが存在することからも明 らかであるが、個々のシ ミュ レーションが

持つモデルの特性や能力は開発 目的によって設定 され るため、異なった 目的の分析 には 自ず とロ

ジックの異なったモデルが必要 とされ る。 また、分析 に際 しては予めシ ミュ レーシ ョンモデルで

準備 されてい る項 目以外のア ウ トプッ トが求められ ることも多 く、利用 ライセンスの関係やモデ

ル構造などか ら、本 当に必要 とされ る分析 を行 うことが難 しい場合がある脚注a)。

tiss-NETの 開発は、これ らの要因を重視 した上で、モデルの柔軟性 と透明性、そ してシステム

としての使用性 を最大のコンセプ トとして、完全な独 自開発 を行 ってい る。開発開始当初のコン

セプ ト立案時か らは想像できない位のハー ドウェアの進歩に伴 うシステムの拡張、そ して研究対

象 としての分析要求に応 じたシステムの改良を行 うことで、地区交通に特化 した交通現象を再現

可能 な交通シ ミュレーシ ョンモデル して一応の完成 を目指 している。

本章では、tiss-NETの 開発 コンセプ トを紹介 した上で、将来系を含んだtiss-NETの システムア

ー キ テクチャを提案する。 システ ムア ーキテ クチ ャ には現在の tiss-NETに 実 装 さ れ ていないモデ

ル群も存在 る ため、本章以降の各章では、実装済みのモデル群で検討が可能な事象について検

討 を行 って い る。

a tiss-NETは 開 発 当初 (1991年) か らPC (パ ー ソナル コ ン ピュ ー タ) で の利 用 を前 提 と して い た た め, 環 境 はPC9801上 のMicrosoft (R)

MS-DOS (R) operating systemで 行 わ れ て い た.そ の 後Microsoft (R) Windows (R) Version 3.1 operating systemを 経 てMicrosoft (R) Windows

NT (R) operating systemで 開発 を行 っ て い る. CPUの 動 作 周 波 数 は数 十 倍,メ モ リ使 用 量 は100倍 以 上 とな っ た. な お, MS-DOS (R)

及 びWindows (R) Version 3.1, Wndows NT (R) は、 米 国Microsoft Corporationの 、 米 国お よ び そ の他 の 国 にお け る登 録 商 標 ま たは 商

標 で あ る
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3.2 tiss-NETの 開発経 緯 とコンセ プ ト

tiss-NETに お け る開発 基本 コンセ プ トは、 「シ ステム の柔 軟性 」 「システ ムの使 用性 」 「シス

テ ムの透 明性 」 「システ ムの行動 的モデ ル に よる構 築」 の4つ で あ る。tiss-NETの よ うな シ ミュ

レー シ ョン シス テム は、時 間の進展 と共 にそ の開発 目的 や存 在意 義 が何度 も書 き換 え られ、 それ

に従 って コンセ プ トも遷 移す るこ とが多 いが 、 この4つ の コ ンセ プ トは 開発 初 期 か ら一貫 した骨

格 とな ってい る もの であ る。

3.2.1 システム の柔軟 性

第一 は、様 々 な研 究対 象 に対 応す るための 「システ ムの柔 軟性 」 で ある。tiss-NET開 発 の初 期

段 階 は、tiss-NETで はな く単 なるtiss (traffic impact simulation sub-systems) であ った。 文字 通 り、端

路部 にお け る 自動車 交通 イ ンパ ク トの シ ミュ レー シ ョンシス テ ムで あ り、 ネ ッ トワー クは対 象外

で あ った。 具体 的 には片側 一車線 の 二車線道 路側 に発 生す る路 上 の駐 車場待 ち行列 の影響 を検 討

す る こ とで あった (図3.2.1)。 分 析 アプ ローチ は、待 ち行 列 を発生 させ る駐 車施 設 の需 要 (OD

交通 量) と供給 (駐 車台数) 及 び通過 車 両の需要 (OD交 通 量) を変化 させ て、 発生 す る待 ち行

列 台数 に よ るイ ンパ ク ト評価 を通過 車 両台数 と旅行 時 間で検 討 した。 この様 に対 向 車線 の影 響 を

考 慮 して いた点や 交通発 生 量 をODと して設定す るな ど、開発 当初 か ら日本 の道 路事情bを 考慮 し

た上 で道 路網 へ の適応 を狙 った柔軟 性 を持 って いた。 この 「システ ム の柔軟性 」 とい うコンセ プ

トを支 え るモ デル群 (sub-systems) の詳 細 は3.3で 述べ る。

研 究 対象 が道路網 とな る と、車 両位 置 を記 述 した コンパ ー トメン ト (3.3.3 (A) 参照) の座標 情報

と、道路 ネ ッ トワー クを リン クと ノー ドで記述 したネ ッ トワー ク構 成 情報 を同期 させ るこ とで 、

具体 的 な車 両経 路 を表現 してきた。 しか しネ ッ トワー ク構 成 が複雑 にな るに つれ て、 二つ の情報

を同期 させ る記 述 も同様 に複雑 とな るため、 コンパ ー トメ ン トを拡 張 したパー ツ概 念 (リ ン クパ

ー ツ や ノー ドパ ー ツ等の道路を構成す るもの) を採用 し、現在 に至 って い る。

b
 この場合の 日本の道路事情 とは, 市街地道路が物理的な中央分離帯を持たない こと で発生する対向車線車両との相互影響の

事 で あ る. 特に片側一車線道路 では, 路上駐車の回避などで対向車線へのはみ出 しや譲 り合いな どが頻繁に行われてい ることも

あ り, 地区 レベル の交通インパ ク トを考 えると重要な検討要因 となる.
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図3.2.1 初 代tissに よ る駐 車 場待 ち行列 分析 の スク リー ンシ ョッ ト

3.2.2 システムの使用性

第二の開発 コンセプ トは、 「システムの使用性」である。tiss-NETで は開発 当初か ら、システ

ムの利用者である交通計画者 (行政担当者や コンサル タン ト技術者) が コンピュータに精通す る

必要はないと考えていた。つまり誰もが使えるシステムが必要であ り、具体的には、スーパーコ

ンピュータや専用 コンピュー タの様 に一般的な利用が不可能なハー ドウェイではな く、購入 も利

用 も安価 なPC (Personal Computer) で利用で きることや、熟練 しない と操作が難 しいCUI (Command

-Line Interface) ではなく、直感的に操作可能なGUI (Graphical User Interface) を積極的に採用 してき

た。近年盛んになってきている住民参加の場 においては、システムの使用者が交通計画者に限定

され ることさえ無 くなってきてお り、誰にでも理解 しやすいア ウ トプ ッ トを表示できるよ うな使

用性の重要度は、 この点でも高まりを見せ ている。

3.2.3 システムの透明性

第三の開発 コンセプ トは、 「システムの透 明性」である。 シ ミュレーシ ョンによる計算結果 と

実測が一致 しないことは珍 しくないが、この修正法 としてシ ミュ レーシ ョン計算結果 と実測値の

比較 によるパ ラメータ ・チューニングが一般的である。モデルに投入するパ ラメータを修正する

ことでモデルによる現象の再現性を高める手法であるが、 しば しば聞かれ るのが、明確な理 由が

わからないがある設定をす ると再現性が高まったとい う話である。 これ は特に市販 されている交

通シ ミュ レー タに多いが、この理由は大き く分けて二つある。

一つ 目は、 システムを構成 しているモデルの詳細が不明であ り、ブラックボックス化 している

ケースである。企業秘密等の理 由によりインプ ッ トされたデータが どうやって処理 されてい るか

が不明では実際の説明力に欠けてお り、少 なくとも地区交通計画の評価 システム としては不向き

であろ う。特に今後の住民参加の場における利用が想定 された場合、多 くの人間による主観的判
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断では、説明力の無い結果は一蹴 され る可能性 も高いため、できる限 りの透明性確保が重要 とな

って くるであろ う。

二つ 目は、入力す るパラメータが実際 に計測不能なデータを扱 ってい る場合である。例 えば ド

ライバーの性格や道路網 の認知状態な どであるが、それ らのパ ラメー タが実際にど うや って処理

され結果が算 出されるか といった基本的な疑問点に加 えて、 どうやって計測す るのかわか らない

データを使 うこと自体が疑問感 を高め、透明性 を低下 させている。 この場合 も、なぜ再現性が確

保できたかのかの説明力が乏 しい場合、一つ 目の理 由と同様に結果 の信頼性 が大幅 に低下す るた

め、モデ リング自体の透明性はやは り重要 と考 えられる。また、この事項は第四のコンセプ トと

も深 く関連す るため、そちらでも述べることとする。

3.2.4 システムの行動的モデルによる構築

最後である第 四の開発 コンセプ トは、 「システムの行動的モデル による構築」である。第三の

「コンセプ ト 「システムの透明性」の担保のためのアプローチ とも言えるコンセプ トで、システ

ムを構成す る主要なモデルについて、極力、 自動車または 自動車運転者 を主体 とした行動的モデ

ル を適用 しよ うとい う考えである。

交通現象 をシ ミュ レータに取 り入れ る際、開発 目的 に応 じて様 々なモデルが作成 され ているが、

tiss-NETで は、モデルの主体を車両の挙動 と捕 らえた上で、運転者 の行動そのものをモデル化 し

て、その集積 の結果が交通現象を表現す るべ きだ とい う考 えをもってい る脚注c)。つ ま り、信号現

示や車線数な どの実際に計測可能な入力デー タ以外のパ ラメー タ (例えば、 ドライバーの性格な

ど) は、開発者の設定 したモデルにおいてなん らかの作用 を及ぼす入力値 であ り、 これを変化 さ

せれ ば当然結果は異なる。結果あ りきの場合、 これをチューニングと称 して任意に修正を行 うこ

とは、本来のモデ リング手順が間違 っている と言 える。例 えば、交差点の捌け台数が実測 と異な

るか らといって任意に容量や ドライバー特性 をパ ラメータ として修正するのではな く、本来は計

測 した容量を入力デー タとして与えることで再現性 を確保するモデ リングをす ることがシ ミュレ

ー シ ョンを使 った交通計画の検討手順であろ う。tiss-NETで は この よ うな検 討 の末 、極力 運転 者

(又は自動車) の行動を記述するようなモデル、つま り 「行動 (記述的) 的モデル」によるシス

テム構築 を目指 してい る。

c 運転者 の行 動その ものをモ デ リングす るといっ て も.tiss-NETで は機械 工学的 な視点に よる 「運転者 のステア リング操 作が車

の進行 方向を決 める」や 「ブ レー キ性能に よる停止 距離 の差」な どといった ものではない.自 動車の挙動その もの を 「車両が走

行す る」といった交通工学的 な視点で捕 らえ ると共に,車 両の経路選択行動については,運 転者 の判断 によって最終的 に決定す

る といった心理学的 なモデル を組み入れ る仕組 みを作成 している.
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3.3 シス テム アー キ テ クチ ャ

近年 の システ ム開発 に欠 かせ ない ものが システ ム アー キ テ クチ ャで あ るが、tiss-NETに お ける

シ ステム アー キテ クチ ャ脚注d) の構造 は、前 述 の4つ の コンセ プ トを実現す るた め に、 以下 に示す

4段 階 の構 成 とな ってい る。

・分析対象の定義

・ア プ リケ ー シ ョ ン ・イ ン タ ー フ ェ ー ス  (AI)

・サ ブシステ ム ズ ・イ ン タ ー フ ェ ー ス  (SI)

・シ ミ ュ レー シ ョ ン ・サ ブ システ ムズ  (SS)

まず、第一段階の 「分析対象の定義」は、現実世界の交通現象 についてtiss-NETの 分析対象範

囲を定義する。

最終の第4段 階の 「シミュレーション ・サブシステムズ (以下SS)」 は、コンピュー タ世界に

おける車両の動 きを表現す る段階であ り、具体的や車両挙動や経路を決定するモデル群 (サブシ

ステム) が含まれている。

この第1段 階の 「現実世界」 と、第4段 階の 「コンピュータ世界」を具体的に橋渡 しす るもの

が、第2段 階の 「アプ リケーシ ョン ・インターフェース (以下AI)」 と、第3段 階の 「サブシス

テムズ ・インターフェース (以下SI)」 である。

AIは 、コンピュータ世界でシ ミュレー トされた結果を、使用者 に対 して実社会の交通現象の よ

うに情報伝達す る段階、もしくは現実世界の状況を コンピュー タ世界に変換す る段階であ り、計

算結果表示や計算用データの作成 を行 うアプ リケー シ ョン ・ソフ トウェア及び各種データのフォ

ーマ ッ トを包 括 してい る。

SIは 、現実社 会 とシ ミュ レー シ ョン世 界の座標 系概 念 を相互 変換 す る もので あ る。 このAIと

SIを 用 い るこ とで 、現 実世界 の交 通現象 とコン ピ ュー タ世界 の シ ミュ レー シ ョン計算 が結 びつ く

こ とにな る。

d) 本研究におけるシステムアー キテ クチ ャとは, tiss-NETが 分析対象 とす る現実世界の交通現象が どのよ うに コン ピュータ上の

シ ミュレーシ ョン計 算で行われ るのか (逆に, シ ミュ レー シ ョン計算が どの ように現 実社会 の交通現象 と して表現 され るのか)

を説明するための ものであ り, シ ミュ レー ションシステム としてのtiss-NETシ ステム全体 の構造 を意味 してい る.
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図3.3.1 システム アー キテ クチ ャの 段階 構成

システムアーキテクチャの各段階は、それを支 える構成要素によって支 えられ、全体 として

tiss-NETの 骨格を構成 している。表3.3.1に 、システムアー キテクチャの段階 とそれを構成する各

要素 を示す。各構成要素及び補助構成要素の詳細については、本章の各節を参考に していただき

たい。
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表3.3.1 シス テムアー キテ ク チ ャの構成 要素

3.3.1 分析対象の定義

将来予測や計画評価 を目的 としたシミュ レー ションの開発 を行 う場合 、その分析対象 を詳細に

定義することが非常に重要になる。オールマイティーな 自動車交通シ ミュレー ションモデルが作

成 できるに越 したことは無いが、分子運動のモデルをそのまま 自動車の挙動モデルに適応するに

は過大な仮定が必要になる様 に、シミュレーションが持つモデルの特性か ら自ず と有限な適応範
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囲が定め られ る。 シミュ レー ションの開発 目的が 自動車交通に関連す る交通計画評価のツール と

す るならば、その対象事象 を明確に定義 しない限 り、システムアーキテ クチ ャは安定 したものに

ならず、変更され るたびに文字通 り骨格が揺 らぐことになる。

tiss-NETで は、まず分析対象 とする自動車に関連す る交通現象の範囲を定義 した上で、その範

囲の中で検討すべき交通現象の定義 を行 った。 なお、季節や天候、時間帯などによる自然条件の

変化 は現在のところ適応 させる交通現象の適応範囲としていない。

(A) 自動車車種構成上の範囲

tiss-NETは 、自動車交通シ ミュ レーシ ョンモデルであるため、まず取 り扱 う交通現象の主体 と

な る車両の構成 を 「一般車 (道路構造令上の小型 自動車を想定)」 の一車種 と設定 した。その後、

信 号改良や点的 ・線的 ・面的な交通規制、又は開発に ともな う交通イ ンパ ク トアセスメン トな ど

の地区交通の問題 を検討す る上で、必要に応 じて車種分類 の導入を検討 してきた。その中でも、

公共交通 としてのバスに着 目した検討の重要性が高まってきたために、現在のtiss-NETで は、一

般車 とバスを含む大型車 (道路構造令上の普通自動車を想定) を導入 している。ただ し、tiss-NET

では、実世界の車両一台一台は、シ ミュ レーシ ョン内部で も一台一台明確 に区分 され るため、車

両性能や車両幅員などの諸元を必要に応 じて詳細に区分す ることは可能である。

(B) 道路級種区分上の範囲

tiss-NETに おける交通現象の範囲を、道路構造令に従 った道路区分別 に行 うと、設計速度が高

い高速 自動車国道及び自動車専用道路である第1種 及び2種 は基本的に対象外 となる。tiss-NET

に実装 してい る車両挙動モデル群の適正な速度範囲である時速50kmを 基準 として考 えた場合、

設計速度が最大時速60kmと なる第3種3級 又は第4種2級 程度が、現在のtiss-NETの 上限であ

る。 よって、最適な適応範囲は第3種 の4・5級 と第4種 の3・4級 となってい る。

また、屈曲部 などの道路線形や視距の違いな どを考慮するモデルが実装 されていないため、山

岳部のカーブが多い道路やサ グ部などによる渋滞発生等 を検討す る計画には現時点ではそのまま

では適応できない。

(C) 道路の横断面構成上の範囲

道路の横断面を構成す る要素別に、tiss-NETの 適応範囲を検討す る。 まず、路肩及び車線幅員

は、tiss-NETの 入力データとして取 り入れ られ る。具体的 には、路肩幅員、車線幅員 と車両の幅

員 との関係 から、路上駐車車両の回避挙動等を判断するモデルを導入 している (5章)。 また、

我 が国で 日常的に観測 され る対向車線へのはみ出し挙動 を考慮す るために、中央分離帯の有無に

よる影響 も対象範囲 となる。
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ま た 、 歩車分離 された道路断面上では、自動車の車両挙動への影響が無い と判断 した上で、 リ

ンク部 における歩行者 ・自転車の影響は原則的に範囲外 としている。

(D) 交通現象の空間的 ・時間的な範囲

tiss-NETが 分 析対 象 とす る交通 現象 の範 囲 を、空間的 ・時間的な単位 を用い ることで適用範囲

を図 示す る と、 図3.3.2の 実 線 がtiss-NETの 対 象 と な る 。

座標軸にある日常的な間隔尺度 によって説 明す る と、横軸の空間的な単位 では、人間から地区

及び地域 と呼ばれる範囲までが相 当し、 この場合の人間とは横断歩道を渡る歩行者や車両を運転

す る運転手な どである。ただ し、 この範囲は tiss-NETに含 まれ るモデルの入 力値や出力値を図示

して い るわけ では な く、 tiss-NET全 体 と し て 扱 う交通現象の範囲を図示 してい るに過 ぎない。つ

ま り 、 横断歩行者の挙動を表現するモデルでは、入力値 が人間 (個人) の心理状態や移動目的と

いった ものになることを表現 しているのではな く、横断歩行者がいた場合に車両が一時停止する

などの交通現象をシ ミュ レー シ ョン上 で表 現す る とい う程度 で ある。 ま た 、 この対象範囲につい

て は 、 シ ミュ レー シ ョンを行 う計算機 の進 歩 に伴 って 、適時右方向に成長 して きたが、現在は地

区と地域の中間 (数km四 方 のエ リア) が限界である。

縦軸は時間的な単位 を表 しているが、これ は シ ミュ レー シ ョンに よる動的な結果の解釈のため

の変動単位 を示 している。つまり秒単位  (またはそれ以下) で見た車両の動き (=変 動) や、道

路交通量の分単位の変動を tiss-NETの分析対象 とする とい う意味である。その結果、秒から年ま

での広い範囲が対象 となる。空間的な単位 と併せて見 ると、車両の挙動は、秒 (又はそれ以下)

単位で扱 う範囲を対象 となっている。一方 、人間についてはその経路選択行動の範疇 として月単

位 の変動のよ うな長い ものが対象範囲 となるっているが、現在のtiss-NETに おいては実装 されて

いないこともあ り、範囲 としては存在するが付属的な意味 として破線で示 している。 この中でも

メインとなる交通現象の範囲は、車両が道路ネ ットワー クを走行す ることであ り、秒単位の交通

状態を動的に捉えることが可能 となる。 さらにそれ らの動的状態を時間単位で集計分析す ること

で、1時 間当 りの交通量や旅行時間の変化 といったや静的 ・統計的な捉 え方 も可能 となる。
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図3.3.2 tiss-NETの 空間 的 ・時間 的 な適用 範囲 の概 念 図

(E) 交通現象の詳細分類

tiss-NETで 表現すべ き交通現象の詳細分類は表3.3.2に 示す よ うに 「車両」 「交通環境」 「道路

環境」の3つ の視点 (主体) で分類 されている。また、複雑 な交通現象 となる 「交差点」を独立

させ るために、交通現象の発生場所については 「交差点」 「リンク」及び 「全般」の3種 類 に分

類する。

交通環境の列で下線の付いている 「ITSに よる情報提供」及び 「動的 (感応式) 信 号制御」は、

現在 のtiss-NETに は十分なモデルが導入 されていなものである。 これは、例 えば動的信号制御 の

機構 自体が交通管理者によってブラックボ ックス化 されてお り、一般に実際の動的信号制御 をモ

デル化 して再現することが難 しい。た とえ観測によって連続的 に変動す る信号制御 をパラメー タ

としてシ ミュレーシ ョンに入力 したとしても、実際の動的信号制御は交通状態 によって制御が文

字通 り動的に変動す るため、シ ミュレーシ ョン上で実際 と同 じ交通状態が表現 され ない限 り不整

合が発生す ることは明 らかである。また、情報 に対す る行動モデル化 は容易ではな く、現時点で

汎用性のあるモデルは提案 されていない。

しか し、上記の未実装の項 目以外は、複雑 なモデル設定の必要がないことが分かる。交通環境

の視点か らは 「追い越 し禁止」等の交通規制のデー タを設定すれば十分であ り、同様 に道路環境

についても 「幅員4m」 といった観測に基づ くデータを作成すれ ばよい。ITSに よる情報提供や信

号機制御については、情報収集や最適制御な ど交通状態 との相互影響 を考慮す る必要があるため、

実際の交通現象 を再現す るためには何 らかのモデルを作成 しなければならないために例外 となっ

ているが、交通現象 を再現す るためには主に車両の視点にたったモデル、つま り車両を主体 とす
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るモデルを実装す る必要があることが明らかである。 この車両挙動に関す るモデル群 については

3.4で詳細に述べ る。ただ し、車両の列にある 「情報提供による経路変更」 「ITSに よる運転支援」

お よび 「「車線変更 ・車線選択 ・車線選択」 も下線 が引いてある通 り、運転者の行動 をモデル化

したものは導入されてお らず、簡易的なモデル を導入 している。

この様に、 ここの示 した全ての交通現象について、既 にtiss-NETに 実装 されているわけではな

く、システムアーキテクチャの第一段階 として、近未来の将来系 を含 めた交通現象の詳細定義を

行 っているに過ぎない。

表3.3.2 交通現象の詳細定義

注: 下線 の項 目は、 現在のtiss-NETで はまだ十分なモデル化が され てお らず 、簡易モデルでの対

応や非対応 のものである。

3.3.2 ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・イ ン タ ー フ ェ ー ス (AI)

ア プ リケー シ ョン ・イ ンター フェー ス ・ア ー キテ クチ ャ (AI) で は、tiss-NETの 使 用者 が直接

に接す る部 分 であ り、具体 的 には結果 表示 やデ ー タ入 力 のた めの複数 アプ リケー シ ョン ・ソフ ト

ウェアで構成 され てい る。 これ らのアプ リケー シ ョンにつ いて 、 この節 での詳 細 な説 明は行 わ な
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い が 、利用者の視点に立った うえで3.7に お いて詳細に述べ る。また入力するデー タや算出される

結果の種類や フォーマ ッ トもAIの 段階において詳細に定義 されが、 この点については3.6で 述 べ

る 。

3.3.3 サブシステムズ ・イ ンター フェー ス  (SI)

サブ システ ムズ ・イ ン タ ー フ ェ ー ス ・アー キテ クチ ャ  (以 下SI) は 、 現実世界とコ ン ピ ュ ー タ

世界 を結びつける要素であ り、具体的には 「コ ン パ ー トメ ン ト」 と 「パ ー ツ化 」 の二つのモデル

に よって構成 され て い る。 つ ま り、 コ ン ピ ュ ー タ 上で車両をどの ように扱 うのか とい う最も基本

とな るモデル で あ る。

コ ン パ ー トメ ン ト と は 、現実社会の道路を車両一台が存在可能な空間に分割するモデルで あ り、

コン ピュー タ上 の シ ミ ュ レー シ ョ ン 計算では車両はコンパー トメン ト間を移動す ることにな る。

ま た 、 パ ー ツ化 は コンパ ー トメン トを道路 ネ ッ トワー ク として扱 うための工夫 であ る。

(A) コ ンパー トメ ン ト

SIを 構成す る最 も基本的なモデルは 「コ ン パ ー トメ ン ト」 であ る。 tiss-NETは イベ ン トスキ ャ

ニ ン グ方式 で シ ミュ レー シ ョンを進行 させ る。 つ ま り、 車 両 が、 ある場所か らある場所へ移動す

る こ とをイベ ン トと認識 させ て い る。そ のた めに、道路を長さ  (進行方向) 5mの 「コ ン パ ー トメ

ン ト」に道 路 を分 割 して 、そ の コンパー トメン ト間の移動をイベ ン トとして認識 させた  (図3.3.3)。

この長 さは 、車両が停止する場合に占有する長 さに起 因 した。

この結 果 、車両の長 さについての精度が5m単 位 となる。普通小型乗用車や軽 自動車は、全て

5mと して取 り扱 われ る。 ま た 、バ スや トラ ックな どの大型車は二つのコ ンパ ー トメ ン トを占有 し

て 10mの長 さ とな って いる。 これ ば 現 在 のtiss-NETで は 、車両の長 さとしては 2種類 しか対応で

きないことを意味 して い る 。

ま た 、 1つ の コンパー トメ ン トには唯一1台 の車両が割 り当て られ るが 、路上駐車や交差点内

での右左折車両へのす り抜 け挙動 を表現す るため、裏 コンパ ー トメン トとい う概 念 脚注e) を用いて

一つ の コンパー トメン トに特別に2台 の車両が存在することで対処 してい る (図3.3.4、 図3.35)。

裏 コンパー トメン トの 「裏 」 とい う言 葉 は、 コンパー トメ ン トの裏側 とい う意味 では無 く、同一

コ ンパ ー トメ ン ト上に相互影響を考慮する 2台 の車両が存在す るた めの もの であ る。 例えば、片

側一車線道路上に路上駐車車両が発生 した場合 、路上駐車車両はコンパー トメ ン トを 占有 してい

る 。 路上駐車車両に接近す る車両は、駐 車 車両 (コ ンパー トメ ン) を避 けて裏 コンパー トメン ト

e)。 本章ではtiss-NETを 構成す る基本モデルにつ いて記述 しているが、裏コ ンパー トメン トにつ いては、 第4章 においてもそ

の概念説明 と、導入 につい て詳細に記述 している。
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を走行する。 ここでは、本来の走行 を行 うとす る車両が進行先の コンパー トメン トを参照す るこ

とで、そこに路上駐車が存在す ることを感知 し、結果 として裏 コンパー トメン トを利用 して回避

す ることが表現 され る。当然、幅員が狭い場合などは裏コンパー トメン トが存在 しないケースも

ある。

(1) コ ンパ ー トメ ン トへ の 割 付

(2) 車両とデー タの移動

(3) 交差点

(4) 路上駐車

(5) 大型車
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図3.3.3 コ ンパー トメ ン ト概 念の 適応

裏 コ ンパ ー トメ ン トな し

対 向車のために

す り抜け不可能

裏 コンパ ー トメン トの利 用

駐車車両は 「表」にいるため、

後続車は 「裏」を使ってす り抜け可能

図3.3.4 表 と裏 の コ ンパ ー トメン ト (路 上駐 車 回避)

裏 コンパ ー トメン トな し

左折車のために

す り抜け不可能

裏 コンパ ー トメン ト利用

左折車両は 「表」にあるため、

「裏」を利用 してす り抜け可能

図3.3.5 表 と裏 の コ ンパ ー トメ ン ト (左 折待 ち回 避)
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(B) パー ツ化

ネ ッ トワー ク が大 き くまた複雑 にな るに従 って 、そ の記 述 の複 雑性 を解 消す るた めに 、その属

性 に よ り5種 類 のパ ー ツ化 に よる分類 を行 って対応 した (表3.3.3、 図3.3.6)。 コンパー トメン

ト一 つ一 つに はそれ ぞれ8桁 の番 号 (コ ンパー トメ ン ト番 号) がつ け られ 、異 な る コンパー トメ

ン トに同一 の番 号が つ け られ るこ とは決 して ない。 パー ツ化 に よって 、 これ らの コ ンパ ー トメ ン

ト番 号 が もつ意味 が理解 しや す くな り、パ ー ツ種 、 車線 、方 向 な どの情 報が 付加 され てい る。 ま

た、各パ ー ツ間 はジ ョイ ン と呼 ばれ る結 合情報 で結 ばれ 、デー タの受 け渡 しを行 っ てい る。

表3.3.3 パー ツの種 類 と説 明

8桁 の コンパー トメ ン トは、そ の桁 の数 字 が意 味 を持つ よ うに コー ド化 され て い る。表3.3.4に 、

コ ンパ ー トメ ン ト番 号の第 二段階 まで の 区分の意 味 を示 す。

区分1で は、上下4桁 つ つ に分割 され る。表3.3.4の 例 では 、 「10040123」 の コンパ ー

トメ ン ト番 号 は、 「1004」 と 「0123」 に分割 され る。 上4桁 の 「1004」 がパ ー ツ番

号 で、 下4桁 の 「0123」 ロー カル番 号 であ る。 ロー カル番 号 とはパ ー ツ内 ロー カル の番号 の

こ とで、基 本 的に進 行方 向 に向か って1増 加す る よ うに設 定 され る。

区分2で は 、 「1004」 のパー ツ番 号 を1桁 と3桁 に分解す る。 この場合 「1」 のパ ー ツ種

類 と 「004」 のパ ー ツ別番 号 に分割 され る こ とに な る。パ ー ツ番 号 とは、現在 は表3.33に 示 し

た5種 類 のパー ツ種類 の ことで、それ ぞれ が数 として コー ド化 され てい る。 パ ー ツ別番 号 とは、

各 パー ツ種類 に設 定 され る通 し番 号 の こ とで 、最大999で あ る。 つ ま り現 在 のtiss-NETの 最大

ノー ド数 は999個 であ る (リ ン ク数 も同様)。 ロー カル番 号 も1桁 と3桁 に分 解 す る。1桁 目

はその コンパ ー トメン トのが表裏 を判断 す るもの で0な ら表 、1な ら裏 とコー ド化 され てい る。
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例 えば10040125の 裏 コンパー トメ ン トは10041125と な る。た だ し、 ロー カル番 号 につ いて は、3

桁で も4桁 でも同様にローカル番号 と呼んでい る。

この コー ド化 に よって コンパー トメン ト番 号 は明確 な理 由付 け を持 っ たデ ー タ とな り、 コンパ

ー トメン トとパーツ化 を用いることで道路構造の変更や長 さ変更な ど、シミュ レーシ ョン条件の

変更に素早 く対応可能 となった。

表3.3.4コ ンパー トメ ン ト番号 の意 味

図3.3.6道 路 ネ ッ トワー クのパー ツ化
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3.3.4 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ・サ ブ シ ス テ ム ズ (SS)

実際の道路上の車両挙動 をSI (コンパー ト及びパーツ化) によってコンピュータ内部に取 り込

んだ後は、 コンピュー タ内部に展開 した仮想空間上の交通現象 をシ ミュ レー シ ョン ・サブシステ

ムズ (以下SS) によって決定する。SSは 名 前が示す よ うに、図3.3.7に 示す 「車両行動サブシス

テム」 「経路設定サブシステム」 「シミュレーシ ョン制御サブシステム」 「外部 リンクモデルサ

ブシステム」の4つ のサブシステムと、それ らを総合的に管理 ・進行 させ る 「イベ ン ト進行サブ

システム」によって構成 されている。なお図中の網掛けのモデルは将来的に導入 を検討 中のもの

であ り、現在のシステムには実装 されていない。

「車両挙動サブシステム」は実際の車両挙動 を決定す るサブシステムで、追従走行モデルな ど

の各種のモデルが組み込まれている。これ らは外生的なOD表 に基づいて車両発生時刻 を決定す

る車両発生モデルのよ うな決定的モデル と、実際の車両挙動を車両属性 と後述の交通状況か ら行

動 を決定する行動モデル、及びその中間モデル によって構成 され、分析対象に応 じて順次必要な

モデルを追加 して きている。

「経路決定サブシステム」は発生時に出発時最短経路設定モデルや固定経路設定モデル を用い

て車両に具体的な経路を設定する。また動的最短経路算 出モデルやネ ッ トワーク知覚モデルは車

両の走行途中で必要に応 じて呼び出す設定が可能である。詳細は3.5で 述べ る。

「シ ミュレーシ ョン制御サブシステム」は経路決定や挙動決定に必要な交通状態の維持や交通

信号制御等を行 う。車両挙動以外の交通環境全般を取 り扱 うサブシステムで、将来的 に交通情報

提供モデル等を導入する余裕 を与えてある。上記3つ のサブシステムは 「イベン ト進行サブシス

テム」によって相互に結ばれ、逐次事象を進行 させ ることでシミュレーシ ョン時間が更新 される。

「外部 リンクサブシステム」は必要に応 じてtiss-NET以 外の外部モデル を取 り込 める拡張性を持

た している。
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(網掛けモデルは将来的に導入するための余裕)

図3.3.7 tiss-NETの サ ブ シ ス テ ム 構 成

これ らのサブシステム構成 についての詳細な説明は、次節以降で述べる。

3.4 車 両挙動 サ ブシ ステム

tiss-NETに お け る車両 の走行 挙動 は、一 台一 台の挙 動が 明確 に 区分 され た上 で コンパー トメ ン

ト間の動 きを表現 している 「車両挙動サブシステム」で構築 されている。 この走行挙動サブシス

テ ムは 、tiss-NETの 研 究対 象 の変化 に応 じて、適 時サ ブ シス テム の追加 ・改 良が 実施 され て きた。

ここでは、その中で も最も基本的な走行挙動を決定す る以下の3つ のモデル について述べる。 こ

れ以外の車両挙動を表すモデル、例えば駐車車両の回避モデル等は別章で述べる。

・ 自 由走行モデル : 車両が他車か らの影響 を受けず に自由に走行す る挙動

・追 従挙動モデル : 先行 す る車 両の影響化にある挙動。

・発 進遅れモデル : 停 止 状態 か らの発 進時の反応遅れ。

・様 子見挙動モデル : 赤信号な どの停止を必要とす る障害物の手前で減速す る挙動。

これ らのモデルの適応範囲は、あくまで市街地 レベルの道路における車両挙動で あ り 、 都市間

高速道路などは範 疇 と してい ない。 具体的 に は、 4つ の基本モデルを構 築 した 際、規制速度であ

40



る時速40～50km/h程 度の渋滞時を含む市街地道路に適応す るもの であ る。 また区画道路の よ

うな交通量が少な く規制速度 も低速の道路では、挙動決定モデルの適応性の明確な検証は実施 し

てい ない が、制限速度が40km/hと30km/hの 場合 に発生す る車両挙動 の差異は、追従状態の微

小な違い程度であ り、厳密な旅行時間を検討する場合以外は、そのまま適用 しても問題 がない と

してい る。 車種の区別 は、普通車と大型車 (バス) の二種類 となっている。 走行挙動に関する各

モデル は、 それぞれの車種別 のモデル を持 ち、異なった車両挙動が表現 されている。

ま た 、 各モデルの定式化については、筆者及び他の研究者によってなされた本研究に先立っ既

存研究の中で分析 ・構築お よびその検証作業が実施 されているため、本論文内にはそのモデル式

と説明のみを記載 した。詳細 につ いて は、既発表途論及び文末参考資料を参照 して頂きたい。

3.4.1 自由走行モ デル

自由走行モデルは、最 も基本 となる車両挙動モデルであ り、他車からの影響を受けずに走行す

る挙動 を決定す る。 自由走行状態 にある車両は、以下のよ うな挙動 とな る。

・加 減速時: 規制速度に応 じた希望速度 まで等加速度によって加減速する。

・定 常走行時: 希望速度 を維持できる状態で、等速運動 となる。

3.4.2 追 従挙 動 モデル

追従挙動モデルは、前方に走行している車の影響を受けながら走行  (追従走行) す る車の挙動

で あ り、 追従 している車 と追従 されている車のそれぞれの車種 ・速度 ・加速度 ・車間距離 ・相対

速度等の値を条件 として、追従車の加速度  (又は速度) を決定す る。

tiss-NETで は、後 方 を走行す る車 両が

・追 従状態にあるか どうかの判断を行 う

・追 従状態であれば追従挙動決定モデルにより加速度や速度が決定される

・追 従状態でない場合は基本的に自由走行

の 挙動 を とる。

ま た 、 これ らの追従挙動モデル は、先行する車両と追従する車両の車種による相違があ り、車

種別の定式化が必要 となったため、追従車 と被追従者の関係 から以下の3パ ターンに整理 してモ

デル 化 とその検証 を行 った1)2)。
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表3.4.1 追従 モ デル

3.4.3 発進遅れモデル

発進遅れ とは、信号 ・混雑 ・待 ち行列等によ り車両が停止 した場合に、前方の1台 目の車が発

進 してか ら自車の発進までにかかる時間のことをい う。発信遅れ がない場合、信号が青になっる

と、全ての車両が一斉 に走行を開始す ることにな り、交通工学的に大きな矛盾 を持つ ことになる。

tiss-NETで は追従挙動 と同様に車種別 の相互作用が大 きい こ とを考 慮 して、表3.4.2に 示 す3つ の

種類の発進遅れモデル を導入 している。
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表3.4.2 発進 遅 れモ デル

3.4.4 様子 見挙 動 モデル

追従走行を していない車両は、いわゆる 「自由走行」状態にある。例 えば、普通 自動車の単独

走行や、集団先頭のバスなどの走行状態が自由走行である。 これ らの挙動は、設定速度 (走行地

点の制限速度) まで、自由加速 (等加速度運動) し、設定速度 に達す るとその速度 を維持す る挙

動 としてモデル化 してある。 しか し、たとえ自由走行状態であっても、進行方向前方に赤信号や

信号待ちの車両などの障害物がある際には、運転者 が通常の減速加速度 による停止を嫌 って、手

前の位置か ら事前にス ピー ドを落 とす挙動が観測 された。 そこでtiss-NETで は、それ らの挙動を

「様子見挙動モデル」 としてモデ ル化 してい る。

様 子 見挙 動 の概 念 を図3.4.1に 示 す。ま た 、車両が前方の状況 ・様子 を予測する挙動について も、

車種 による相違が見 られたため、車種別の 「様子見挙動モデル」 を 作 成 し た (表3.4.3)。
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図3.4.1 様 子見挙 動 モ デル の概 念

表3.4.3 様 子 見挙 動 モデル

3.5 経路決定サ ブシステム

tiss-NETに おける車両の具体的な経路決定方法は、 「固定経路設定モデル」 「出発時最短経路

設定モデル」 「ネ ッ トワーク知覚モデルに基づ く動的経路」の3パ ターンに分 けられ る。なお、

全てのパターンにおいて各車両は各々が経路情報を保持 して走行 している。
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3.5.1 固定経 路設 定モ デル

バスなどの固定経路を走行する車両の経路指定を行 うもので、 シミュレーション計算前に利用

者 が 「ノー ドツ リー」形式fの ファイルを準備することで固定経路が設定できる。通常 の シ ミュ レ

ーシ ョンでは路線バスな ど場合を除いてこの経路設定モデル を利用 され ること一般的にはない。

3.5.2 出発時最短経路設定モデル

tiss-NETに お け る規 定値 (デ フ ォル ト) の経路決定方法で、車両は出発時に具体的な経路 (ノ

ード ツ リー形 式) が指定 される。 ここで指定される経路 は、シ ミュ レー シ ョン上 で計 測 され た コ

ス トを利用 して 、図3.5.1に 示 す様 に任 意 時間 (フ ェー ズ) ごとに再計算によって更新 されている。

現 在 は、前章で述べた ように実現象を明確に説明できる適切 な経路指定方法が不在のため、 「コ

ス ト=所 要時 間」 として扱 って最短時間経路を設定す るよ うに している。

図3.5.1 シ ミュ レー シ ョン時 間の進 行 と経 路設 定

(A) セクションとセクションタイムの定義

詳細な車両挙動を扱 う交通流シ ミュ レー シ ョンを想 定 す る と、一般的な リンク所要時間による

最短時間経路はもちろん、交差点通過時間に重み付けを持った程度の最短時間経路算出方法では

十分 とは言えない場合がある。車両の所要時間に影響を及ぼす要因をミク ロな 目で 見れ ば、 例 え

ば、路上駐車車両や駐車場の空き待ち待ち行列、交差点での信号現示および進行方向別の交差点

通過時間などがある。特 に交差点の右折車両は対向車両の影響 を大きく受け、また従属車両へ影

fこ こでの ノー ドツ リー形式 とは、一般的 なネ ッ トワー クモデル記述 と同様 に、 ノー ドの番号を順番に列挙す る ことでその車両

の走行経路を指示す る形式の ことであ る。
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響を与える場合 も多い。同様に、歩行者の多い交差点では左折車の先詰まりによる後続車の影響

も大 きい。出発時最短経路指設定モデルでは、この点 に注 目 して、交 差点 で の進 入 ・進行方向別

の通過所要時間の違いを考慮 した最短経路を算出す るために、セ ク シ ョ ン 、 セ ク シ ョ ン タイム及

びセ ク シ ョンネ ッ トワー ク とい う新 しいモデ ル を導入 した。

セ クシ ョン とは、 リンクと交差点 を関連づ け た もの で、1つ の単路部 と両端の2交 差点を含め

た 区間 であ る。 図3.5.2の 場 合 、二つの四差路にはさまれた リンクで 、セ クシ ョン の パ タ ー ン は 、

入 口交差点の進入 3パ ター ン (直進 、左 折 、右折)  と、 出 口交 差点 の3パタ ー ン (直 進
、 左 折 、

右折) で、合計9パタ ーン存在す るこ とにな る。 この場 合 、 「セ ク シ ョ ン ABは9つのパ ター ン

を持 つ 」 と表 現 でき る。

また 、これ らの セ クシ ヨンは 、入 口交差点 の退 出時か ら出口交差点の退出時 までの所要時間 (セ

クシ ョンタイム計測区間) をセ ク シ ョン タイ ム と して記録 され る。一 般 的な リン ク所要時間では、

交差点における右左折待 ちなどの時間考慮が難 しいが、このセ ク シ ョンタ イム を計 測す る ことで、

交差点通過パ ターンごとの所要時間を把握するこ とが で きる。

セ ク シ ョンAB

合 計9パ タ ー ン の セ ク シ ョン

図3.5.2セ クシ ョンとセ クシ ョンタ イム計 測 区間
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(B) セクシ ョンネッ トワークによる最短経路の算出

シ ミュ レーシ ョン上で走行 している車両か らセクシ ョンタイムを得て、その後最短経路を検索

するわけであるが、セ クシ ョンタイムのままでは通常の最短経路検索が出来 ないために、セクシ

ョンネ ットワー クを構築 して対応 した。セ クシ ョンネ ットワー クを構築することで、セクション

タイムとセクションを利用 した通常のダイ クス トラ法のよる最短経路検索に帰着す ることになる

手順 を以 下に述べる。

図3.5.3 ネ ッ トワー クの 例

図3.5.3を 、対象 とす るネ ッ トワー ク と仮定 す る。 番 号 は交差 点番 号 (ノー ド"番 号) で ある。

そ こで 、 「セ ク シ ョン9-10」 に着 目す る とセ ク シ ョンパ ター ンは、表3.5.1の よ うに分 類 で きる。

表3.5.1 セ ク シ ョンパ ター ンの分類

網掛 けをお こな った もの は、12へ 向か う 「セ ク シ ョン9-10」 で あ る。同様 に12へ 向 か う 「セ

ク シ ョン8-10」 及 び 「セ クシ ョン4-10」 で は、進 入 して くる方 向が1つ しか無 いた めに、 当然1

2へ 向 か うセ クシ ョンはそれ ぞれ1つ に な る。 これ らの12へ 向 か う5つ のセ クシ ョンは、 の下

にあ る よ うな、セ クシ ョン10-12に つ な が る ことにな る。 さらに これ らは、10か らの 「セ ク シ ョ

ン12-11」 、 「セ クシ ョン12-6」 、 「セ ク シ ョン12-5」 につ なが る。 この結 果、 これ らのセ ク シ

ョンをノー ドと置き換 えることに よ って 「セ クシ ョン とセ クシ ョンがつ なが る」 ことが可能とな
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り、図3.5.5に 見 られ る よ うなセ クシ ョンネ ッ トワー クが完成 す る。このネ ッ トワー クの最短 経路

を求 めた あ と、通 常の ノー ツツ リー デー タに戻 してや れ ば、一般 的 に利 用 可能 とな る (図3.5.6)。

図3.5.4 セ ク シ ョンへの 分解 図
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図3.5.5 セ クシ ョンネ ッ トワー クの完 成

図3.5.6 セ ク シ ョンネ ッ トワー クの 概念 図

3.5.3 ネ ッ トワー ク知覚 モデル に基 づ く動 的経 路

ネ ッ トワー ク知覚モデルに基づく動的経路の詳細は6章 で述べるため、 ここでは概要のみ とす

る。本節までで述べている経路設定モデル は、 ドライバーの経路選択機構 のモデル化を行ったも

のではなく、あ くまでシステム として経路 を設 定 しているに過ぎない。つま り本来のtiss-NETの

ね らいである行動的モデ リングによる経路設定を行っていない。そ こで、 ドライバーの属性 と、

道路交通状況を判断材料 として、 自ら経路 を設定するモデルの適用を検討す る。 ただ し、取得 し

たデータ種類 の関係か ら構築 したモデルについての一般的な利用は、現在 のtiss-NETで は行われ

ていない。
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